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森崎：社長の森崎でございます。 

それでは、2021年 9月期第 2四半期決算についてご説明を申し上げます。 

 

まず第 2四半期決算の全体像を俯瞰いたします。 

2021年 9月期は、「中期経営計画 2023」（以下、中計 2023）の初年度となりますが、売上高、

営業利益とも過去最高と順調なスタートを切ることができました。 

連結売上高は、前同比 40億円増の 523億円です。シンクタンク・コンサルティングサービス

(TTC)は官公庁、ITサービス(ITS)は金融・カードが牽引し、両者とも増収です。 

経常利益は 64億 6,000万円です。前同比ではマイナス 7億 6,000万円となっていますが、前期の

一時的な要因、持分法投資利益（いわゆる負ののれん代）13億円を除いた実力ベースでは、5億

6,000万円の増益です。 

純利益は 41億 4,000万円です。同じく前同比では、マイナス 23億 2,000万円ですが、前期の一

時的要因（株式売却に伴う特別利益）27億円を除いた実力ベースでは、2億 7,000万円の増益で

す。 
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4ページは、ただ今の内容を損益計算書にしたものです。 

実態をよりよくご理解いただけるように、表面の計数と前期の一時的要因を除いた実力ベースの計

数を併記しています。 
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5ページをご覧ください。経常利益の変動要因を前期比でお示ししたものです。 

2020年 9月期第 2四半期の経常利益は 72億円でした。この経常利益には、前期計上した一時的

な要因＝（a）の部分（持分法適用会社の負ののれん）13億円が含まれています。 

今期はこの一時的な要因が剥落していますが、TTC における官公庁向け案件に加え、ITSにおける

金融・カード分野での案件増から、事業成長による増収効果＝（b）の部分がプラス 14億円。 

一方、中計 2023の方針に基づき、コーポレート機能強化、DX 機能強化による経費増＝（c）の部

分がマイナス 8億円となっています。 

以上から、表面上の経常利益は（a）と（b）と（c）の合計ですので、マイナス 7億円になります

が、一時的要因を差し引いた本業部分、すなわち実力ベース＝（b）と（c）の合計は、前期比プラ

ス 5億円となっております。 
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続いて、セグメント別の業績をご説明します。 

まずシンクタンク・コンサルティングサービス(TTC)です。これは概ね三菱総研本体の業績に相当

します。 

売上高は、前同比 28億 3,000万円増の 208億円、経常利益は、前同比 7億 9,000万円減の 42億

6,000万円となりました。経常利益は、実力ベースでは、前同比 5億 4,000万円のプラスです。 

官公庁および金融向け案件などを中心に、社会課題起点、DX 関連の受注・売上が増加、営業利

益、受注高・受注残高ともに、上期として過去最高となっております。受注残高は、今期、来期分

ともにプラス、特に来期繰越は、大型案件の受注により、前同比プラス 76億円と大幅なプラスに

なっています。 
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次に ITサービス(ITS)です。こちらは概ね三菱総研 DCSグループの業績となります。 

売上高は、前同比 12億円増の 315億円、営業利益は、前同比 7,000万円増の 21億 1,000万円と

なりました。金融・カード分野が伸長したことにより、増収増益、営業利益は TTC とともに過去

最高の水準です。 

中計 2023の施策にのっとり、DX等の拡大に向けた先行投資を行っていますが、利益率は維持し

ています。受注面では、金融・カード分野の受注が順調に積み上がっております。受注残高は 471

億円と、今期、来期分ともに前同比、大幅プラスとなっています。 
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8ページは、売上を顧客業種区分別に示したものです。 

官公庁、金融・カード分野が伸長しており、コロナ影響が見られた運輸・不動産など、民間の減を

カバーした形となりました。 
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9ページをご覧ください。 

上期の売上と今期中に売上見込みの受注残高を足し上げたものです。 

今期業績予想の連結売上高 970億円に対し、足元、現時点における進捗率は 99%です。 
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10ページでは、来期以降に売上見込みとなる受注残高を示しております。 

来期繰越の受注残高は 420億円、前同比プラス 110億円と過去最高の水準です。中計 2023の施策

が順調に進捗し、金融・カード分野のシステム案件やポストコロナを見据えた AIシミュレーショ

ン業務など、大型の案件が積み上がっています。 
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続いて、2021年 9月期の業績予想です。 

上期業績は、売上・利益とも順調。受注残高も着実に積み上がっており、今期売上分は、前同比プ

ラス 46億円、進捗率は 99%。翌期繰越分は、前同比プラス 110億円、前同比プラス 35.4%と、順

調なスタートを切ることができました。 

通期業績は、足元の進捗状況を鑑みますと、上振れの可能性はございます。一方、来期以降の持続

的な成長に向け、今後は今期売上よりも来期売上、いわゆる翌期繰越に重点をシフトしていきま

す。 

また、DXをはじめとする成長領域への先行投資は、期初予定していたとおり積極的に、場合によ

っては前倒しで行っていく予定ですので、現時点での通期予想は据え置きとします。 

一方、目下緊急事態宣言が出されている新型コロナウイルスの影響ですが、影響は限定的と考えて

います。顧客業種別で見ますと、運輸・不動産等の一部民間企業で下振れリスクはあるものの、官

民ともに感染予防やポストコロナに向けた引合いや受注は、引き続き堅調です。 
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13ページの説明は割愛します。 
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続いて配当の予想です。 

当社では、継続的な安定配当を基本に、業績や財務の健全性のバランス等も総合的に勘案しつつ、

配当水準の引き上げに努める方針としております。 

この方針に基づきまして、先に公表いたしましたとおり、中間配当は 55円、期末配当予想 55

円、年間配当予想 110円といたします。 
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最後に、上期におけるトピックスをご紹介したいと思います。 

中計 2023で打ち出しました社会課題解決企業としての取り組みをご紹介させていただきます。 

1点目は、ポストコロナ時代の実現に向けた主要技術の実証・導入に向けた調査研究業務で、わが

国における最大の社会課題ともいえますコロナ感染の防止や経済との両立に関するものです。 

数多くの研究者・研究団体と協働、AIによるシミュレーション等も活用し、感染防止に役立つ新

技術の開発等、数多くの提言を行っております。新型コロナウイルスの早期収束に向け、このよう

な調査、研究、提言活動を今後も一層強化してまいります。 

2点目は、三菱総研 DCSで現在注力しているストック型事業です。 

中学、高校受験時におけるインターネット出願、受験料のカード決済等を提供するmiraicompass

（ミライコンパス）というサービスで、現在大変ご好評をいただいております。 

全国私立校全体の約 4割、学校数にして 940校、利用者数にして 70万名様にご利用いただいてい

ます。今後はサービス内容をより一層充実させ、大学等も含め、利用校の拡大に努めてまいりたい

と存じます。 
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17ページは、今年に入ってリリースしました DX 関連のニュースをまとめたものです。 

以上で、説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

質問者 A：今期、計画していた 14億円の先行投資は、上期でどれくらい使用したか、また、その

内容は。さらに、来期、好調な受注に関して、可能な範囲で詳細内容を教えてほしい。 

回答：14億円のうち、上期は約 4割弱使用。残り 10億円弱を下期に投資予定。DX 関連のフロン

トサイドでの投資や高度人材の採用等を想定。これら DX 関連が主たる内容。 

2点目の受注内容だが、MRIでは、官公庁（国）の大型プロジェクト、特に足元の新型コロナウイ

ルス感染症の早期収束に向けたプロジェクトが挙げられる。一方、DCSでは、先般MUFGからカ

ード統合について発表されたが、DCSの役割が量・質ともに高まり、この関連で大型の受注・引

合いがあり、翌期受注が伸びている。 

質問者 B：上期業績は順調、受注好調にもかかわらず、業績が据え置きなのはなぜか。 

回答：今期売上は 99%進捗。足元も着実に積み上げを図っていくが、中計 2～3年目に向けての持

続的成長を目指し、今後 5カ月は今期売上よりも来期、あるいは来々期の繰越に注力していきた

い。 

また、来期以降に向けて、さらに伸びると判断されるプロジェクトが出た場合には、躊躇なく先行

投資していく。そういう意味で、業績を据え置きとした。 

質問者 C：ITSの受注高で、金融・カード会社のみの受注高の成長率はどの程度か。また、大型案

件等獲得による一時的な受注なのか、件数増加により数が増えた結果、受注高が増えているかとい

った中身についても可能な範囲で教えてほしい。 

回答：ITSの受注伸長は、金融・カードが主として貢献。ただし一般民間における PROSRV（プロ

サーブ：人事給与アウトソーシングサービス）や、miraicompass（ミライコンパス）も着実に伸

長。貢献度は、金融・カードが大きいが、底辺も拡大している。 

金融・カードについては、これから本格的に統合作業が始まるため、来年度だけの一時的な受注と

は考えていない。 

質問者 D：カード統合の大型案件には TISも関わっていると思うが、御社との役割分担は？  

回答：カード統合に向けて共同で取り組んでいるパートナーの 1社。役割分担等を関係者間で協議

の上、統合作業を進めている。 
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質問者 E：ITSの受注高と受注残高の件で、システム開発ではなく、アウトソーシングサービスが

伸びているのはなぜか。 

森崎：統合に向けて基盤整備も大きなポイント。それが受注に結びつき、結果としてアウトソーシ
ングの数字が強く出ている。 

質問者 F：競争環境はどうか。 

森崎：競合環境は非常に厳しい。特に DX分野については人材が払底している状況。当社グループ

では人財確保に加え、外部との提携を通じて、ノウハウの獲得・技術力の向上等に努めている。 

例えば今月 業務資本提携を行ったフランスの ForePaaSというベンチャー企業は、注目度の高い

BDA（ビッグデータ分析）、データ駆動型経営を一気通貫で実現するプラットフォームを提供して

いる。フランスでは、Totalや仏・鉄道省などにも納入済。こうした新しいツール、ノウハウ、技

術を積極的に取り込み、業績向上につなげていきたい。 

なお、こうした業務資本提携も先ほどの先行投資の一部。 

［了］ 


